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■■■■■■■■■■ 調査の概要 ■■■■■■■■■■ 
 
１ 調査の目的 

 我が国の人口動態事象を把握し、人口及び厚生労働行政施策の基礎資料を得ることを目的とす
る。 

 
２ 調査の対象及び客体 

 調査は「戸籍法」及び「死産の届出に関する規程」により届け出られた出生、死亡、婚姻、離
婚及び死産の全数を対象とするが、本概況では令和２年に日本において発生した日本人の事象を
客体とした。 

 
３ 調査の期間 

 令和２年１月１日～令和２年 12 月 31 日 
 
４ 調査の方法 

 市区町村長が、出生、死亡、婚姻、離婚及び死産の届書に基づいて人口動態調査票を作成する。 
 

■■■■■■■■■■ 利用上の注意 ■■■■■■■■■■ 
 
・この概況は、令和２年１月１日から令和２年 12 月 31 日までをとりまとめた概数である（確定数

は秋頃発表予定）。 
・令和元年までは確定数である。 
 
１ 本概況における率 
    ①出生・死亡・自然増加・婚姻・離婚率・・人口千対 
   ②乳 児 ・ 新 生 児 死 亡 率・・・・・・・・・出生千対 
  ③周 産 期 死 亡 率・・・・・・・・・（出生＋妊娠満 22 週以後の死産）千対 
    ④死     産     率・・・・・・・・・出産(出生＋死産)千対 
    ⑤死 因 別 死 亡 率・・・・・・・・・人口 10 万対 
 
２ 率算出に用いた人口 

                                                             
３ 表章記号の規約 

計数のない場合                           － 
統計項目上あり得ない場合                  ・ 
計数不明又は表章することが不適当な場合   … 
比率が微少（0.05 未満）の場合              0.0 

なお、掲載の数値は四捨五入してあるので、内訳の合計が「総数」に合わない場合がある。 
 
４ 用語の解説 

自 然 増 加：出生数から死亡数を減じたもの 
乳 児 死 亡：生後１年未満の死亡 
新 生 児 死 亡：生後４週未満の死亡 
早期新生児死亡：生後１週未満の死亡 
死     産：妊娠満 12 週以後の死児の出産 
周 産 期 死 亡：妊娠満 22 週以後の死産に早期新生児死亡を加えた 
                もの（平成６年までは妊娠満 28 週以後の死産に早 
        期新生児死亡を加えたもの） 
合計特殊出生率：15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率を合計し 
        たもので、１人の女性が仮にその年次の年齢別出 
        生率で一生の間に生むとした時の子ども数に相当 

総　数 男 女 備　　考

R2年 1,873,000 925,000 948,000 R2.10.1現在　推計日本人人口　（総務省統計局）

R元年 1,886,000 932,000 955,000 R元.10.1現在　推計日本人人口　（総務省統計局）

R2年 123,250,274 59,935,774 63,314,500 R2.10.1現在　推計日本人人口　（総務省統計局）

R元年 123,731,176 60,208,034 63,523,142 R元.10.1現在　推計日本人人口　（総務省統計局）

群
馬
県

全
国
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【総 覧】 

１ 人口動態の概要 

 

（１）出     生 「出生数は減少し、率は全国を下回る。」 

 出生数は 11,660人で、前年に比べ 241人減少し、過去最低となった。 

 出生率（人口千対）は 6.2で前年より 0.1ポイント低下。全国の 6.8を 0.6ポイント下回った。 

 

（２）死     亡 「死亡数は増加し、率は全国を上回る。」 

 死亡数は 23,284人で、前年に比べ 30人増加し、戦後最大となった。 

 死亡率（人口千対）は 12.4で前年より 0.1ポイント上昇。全国の 11.1を 1.3ポイント上回った。 

 

（３）乳 児 死 亡 「乳児死亡数は減少し、率は全国を下回る。」 

 乳児死亡数は 18人で、前年に比べ４人減少した。 

 乳児死亡率（出生千対）は 1.5で前年より 0.3ポイント低下。全国の 1.8を 0.3ポイント下回っ

た。 

 

（４）自 然 増 加 「自然増加数は前年を下回り、率は全国を下回る。」 

 自然増加数はマイナス 11,624 人で、前年に比べ 271人減少し、過去最大の減少となった。 

 増加率（人口千対）はマイナス 6.2で前年より 0.2ポイント低下。全国のマイナス 4.3を 1.9ポ

イント下回った。 

 

（５）死     産 「死産数は減少し、率は全国を上回る。」 

 死産数は 276胎で、前年に比べ 46胎減少した。 

 死産率（出産千対）は 23.1で前年より 3.2ポイント低下。全国の 20.1を 3.0ポイント上回った。 

 

（６）周 産 期 死 亡 「周産期死亡数は減少し、率は全国を上回る。」 

 周産期死亡数は 45人で、前年に比べ 13人減少した。 

 周産期死亡率｛出産（出生＋妊娠満 22週以後の死産）千対｝は 3.8で前年より 1.1ポイント低

下。全国の 3.2を 0.6ポイント上回った。 

 

（７）婚     姻 「婚姻件数は減少し、率は全国を下回る。」 

 婚姻件数は 7,042組で、前年に比べ 1,196組減少し、過去最低となった。 

 婚姻率（人口千対）は 3.8で前年より 0.6ポイント低下。全国の 4.3を 0.5ポイント下回った。 

       

（８）離     婚 「離婚件数は減少し、率は全国を下回る。」 

 離婚件数は 2,857組で、前年に比べ 285組減少した。 

  離婚率（人口千対）は 1.53で前年より 0.14ポイント低下。全国の 1.57を 0.04ポイント下回っ

た。 

 

（９）合計特殊出生率 「合計特殊出生率は上昇し、全国を上回る。｣ 

 合計特殊出生率は 1.41で前年より 0.01ポイント上昇。全国の 1.34を 0.07ポイント上回った。 

 

（10）平均初婚年齢 「平均初婚年齢は夫・妻ともに低下し、夫は全国と同じで妻は全国を下

回る。」 

 平均初婚年齢は夫が 31.0歳で前年より 0.2歳、妻が 29.2歳で前年より 0.1歳それぞれ低下した。 

 夫は全国の 31.0歳と同じ、妻は全国の 29.4歳を 0.2歳下回った。 
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 第１表 人口動態総覧，対前年・全国 
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２ 人口動態諸率の年次推移の概要 

 

 人口動態の率の年次推移をみると、出生率は昭和 23 年以降低下傾向を示し、その後昭和

37～48 年にかけて（昭和 41 年の｢ひのえうま｣を除く。）上昇傾向にあったが、昭和 46～49

年の第２次ベビーブーム期以降低下傾向に転じた。令和２年は 6.2 で前年より 0.1 ポイント

低下し、過去最低だった。 

 

  死亡率は、昭和 23 年以降低下傾向にあったが、近年は緩やかな上昇傾向を示している。

令和２年は 12.4 で前年より 0.1 ポイント上昇し、戦後２番目に高かった。 

 

  婚姻率は、昭和 47 年以降低下傾向にあり、平成 2年から上昇傾向に転じたが、平成 12 年

以降は微増、微減を繰り返しながら低下傾向となっている。令和２年は 3.8 で前年より 0.6

ポイント低下し、過去最低となった。 

 

  離婚率は、昭和 37 年の 0.52 を最低に上昇傾向にあり、平成 14 年に 2.16 と過去最高にな

ったが、その後は微増、微減を繰り返しながら緩やかな低下傾向を示している。令和２年は

1.53 で前年より 0.14 ポイント低下した。 

 

 死産率は、昭和 44 年以降低下傾向にあったが、近年は横ばい傾向である。令和元年に

26.3 と上昇したが、令和２年は 23.1 で前年より 3.2 ポイント低下した。 

 

 合計特殊出生率は、第２次ベビーブーム時の昭和 49 年に 2.23 を記録して以降、低下傾向

にあり、平成 16 年には 1.35 まで低下した。その後は増減を繰り返しながら緩やかに上昇し、

近年は横ばい傾向にあったが、令和元年には、1.40 に低下した。令和２年は 1.41 で前年よ

り 0.01 ポイント上昇した。 

 

第１図 人口動態諸率の年次推移 

（１）出生率・死亡率の年次推移                 （２）婚姻率・離婚の年次推移 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                

 

（３）死産率（自然・人工別）の年次推移         （４）合計特殊出生率の年次推移 
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  第２表 人口動態総覧，率の年次推移・対全国 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 注 1 昭和 48 年以降は沖縄県を含む。 
 注 2 周産期死亡は、平成７年から（妊娠満 22 週以後死産数＋早期新生児死亡）。また、平成６年以前の率は出産千対である。 
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【出 生】 

３ 出生数・合計特殊出生率 

 

 －全体として出生数が減少－    

 

 令和２年の出生数は 11,660 人で、前年に比べ 241 人減少し、過去最少となった。 

  出生数を母の年齢（５歳階級）別にみると、最も多かったのは「30～34 歳」の 4,140 人

で、全出生数のうち 35.5％を占めた。次いで「25～29 歳」の 3,222 人(全出生数の 27.6％)、

「35～39 歳」の 2,540 人(同 21.8％)の順であった。 

  対前年増減をみると、「20～24 歳」は 96 人減少、「25～29 歳」は同数、「30～34 歳」

は 13 人減少、「35～39 歳」は 40 人減少、「40～44 歳」は 63 人減少している。 

 

第３表 母の年齢（５歳階級）別出生数・構成比，対前年・全国 

 

    －合計特殊出生率は上昇－ 

 

  令和２年の合計特殊出生率は 1.41 で前年より 0.01 ポイント上昇した。 

  全国では、令和２年は 1.34 で前年より 0.02 ポイント低下し、群馬県は７年連続で全国よ

り高い数値となった。 

 

第４表 合計特殊出生率の年次推移，対全国 
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【死 亡】 

４ 死亡数 

 

 －全体として死亡数が増加－ 

 

 令和２年の死亡数は 23,284 人で、前年に比べ 30 人増加した。 

 これを性別にみると、男は 146 人増加し、女は 116 人減少した。 

 年齢別にみると、男女ともに「90 歳以上」で増加が大きくなっている。 

 

第５表 死亡数の年次推移，性・年齢（５歳階級）別 
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５ 主要死因の概要 

 

 －「老衰」は上昇傾向－ 

 

 平成 29 年から死因統計に使用する分類が変更されたことに伴い、死因を選択する統計上

のルールも変更されている。死因別死亡数の一部にみられる数値の大幅な変更には、これら

の影響による変動が含まれていることに御留意願いたい。 

 

 主な死因の年次推移をみると、「悪性新生物<腫瘍>」は昭和 60 年から死因順位の第１位

となっている。令和２年は死亡数・率ともに前年を下回り、死亡率は全国を上回っている。 

 第２位の「心疾患（高血圧性を除く）」は、昭和 63 年に「脳血管疾患」と順位を入れ替

え第２位となった。平成７年、８年及び 10 年には第３位となったが、11 年から再び第２位

となり、その後、死亡率の上昇低下を繰り返しながらも上昇傾向が続いている。 

 第３位の「老衰」は、平成 17 年以降上昇し続けており、平成 21 年には「不慮の事故」

「自殺」と順位を入れ替え、第５位となった。その後も上昇を続け、令和２年には「脳血管

疾患」「肺炎」と順位を入れ替え、初めて死因の第３位となった。 

第４位の「脳血管疾患」は、昭和 60 年に第１位から第２位に、63 年には第３位となり、

低下傾向が続いていたが、平成５年から上昇し、７年、８年、10 年には第２位となった。

11 年以降は第３位で、死亡率の上昇低下を繰り返しながらも緩やかな減少傾向にあった。

22 年に「肺炎」と順位を入れ替え第４位、29 年に再び順位を入れ替え第３位となったが、

令和２年に「老衰」と順位を入れ替え第４位となった。 

 第５位の「肺炎」は、昭和 49 年に「不慮の事故」と順位を入れ替え第４位となった。そ

の後死亡率は上昇と低下を繰り返しながらも徐々に上昇していき、平成 22 年以降は「脳血

管疾患」と順位を入れ替え第３位、29 年に再び順位を入れ替え第４位となったが、令和２

年に「老衰」と順位を入れ替え第５位となった。 

  

 

第２図 主要死因，率（人口 10 万対）の年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）平成６年までの「心疾患（高血圧性を除く）」は、「心疾患」である。 
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第６表 十大死因順位，対前年・全国 

 

第３図 死因別死亡割合，対全国 

（１）群馬県 
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６ 三大疾病の概要 

 

 －悪性新生物＜腫瘍＞による死亡者は男女ともに減少－ 

 

 一般的に悪性新生物、心疾患、脳血管疾患を三大疾病と呼ぶが、三大疾病による死亡数は

11,355 人で前年に比べ 129 人減少した。男は 6,164 人で前年に比べ 77 人増加、女は 5,191

人で前年に比べ 206 人減少した。また、全死亡数に占める割合は 48.8％で､前年の 49.4％よ

り 0.6 ポイント低下している。 

 なお、令和２年の上位３死因は、県、全国ともに悪性新生物、心疾患、老衰であった。 

 

5,950 人で前年に比べ 48 人減少した。男は 3,507 人で前年に比べ 45 人増加

し、女は 2,443 人で前年に比べ 93 人減少した。全死亡数に占める割合は 25.6

％で前年の 25.8％より 0.2 ポイント低下、全国の 27.6％を 2.0 ポイント下回

った。 

 

3,614 人で前年に比べ 103 人増加した。男は 1,773 人で前年に比べ 81 人増

加し、女は 1,841 人で 22 人増加した。全死亡数に占める割合は 15.5%で前年

の 15.1％より 0.4 ポイント上昇、全国の 15.0％を 0.5 ポイント上回った。 

 

〔脳血管疾患〕 1,791 人で前年に比べ 184 人減少した。男は 884 人で前年に比べ 49 人減少

し、女は 907 人で前年に比べ 135 人減少した。全死因に占める割合は 7.7％で

前年の 8.5％より 0.8 ポイント低下、全国の 7.5％を 0.2 ポイント上回った。  

 

第７表 三大疾病死亡数・死亡総数に占める割合，性・年齢（10 歳階級）別 

 (１)疾病・年齢・性別死亡数 

 

 (２)疾病・年齢・性別構成割合（％） 

 

 悪性新生物 

＜腫 瘍＞ 

 心 疾 患 

(高血圧性を除く) 
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７ 悪性新生物の主な部位別死亡の概要 

 

 －死亡率が高いのは「肺」－ 

 

 悪性新生物による死亡について主な部位別にみると、死亡率が高いのは「肺」で、次いで

「大腸」、「胃」、「膵」、「肝」の順となっている。 

 対前年増減を見ると、「肝」、「膵」、「肺」、「乳房」は減少し、「胃」、「大腸」、

「子宮」、「前立腺」は増加した。 

 

第８表 悪性新生物部位別死亡数・率・構成割合，対前年・全国 
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８ 不慮の事故の概要 

 

 －不慮の事故による死亡者、交通事故による死亡者はともに減少－ 

                                                          

 不慮の事故による死亡者数は 645 人で、前年に比べ 34 人減少した。死亡率（人口 10 万

対）は 34.4 で、前年より 1.6 ポイント低下し、全国の 30.9 を 3.5 ポイント上回った。 

 このうち交通事故による死亡者数は 48 人で、前年より 29 人減少した。死亡率は 2.6 で、

前年より 1.5 ポイント低下し、平成 11 年以降では初めて全国の率を下回った。 

 不慮の事故のうち、交通事故の占める割合は 7.4％で、前年より 3.9 ポイント低下した。 

 交通事故の死亡者割合を年齢構成別でみると、60 歳以上が 64.6％を占めている。 

 

第９表 不慮の事故－交通事故の死亡者数・率・構成割合 

(１) 不慮の事故－交通事故死亡者数・率（人口 10 万対），対全国 

注１ 割合は、不慮の事故中、交通事故の占める割合である。 

  ２ 交通事故の死亡数は、数値の捉え方の違いにより警察庁の数値と一致しない。 

  （警察庁は 24 時間以内死亡を原則としている。） 

 

 (２)交通事故死亡者数 年齢（10 歳階級）別実数・割合(％) 
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９ 自殺の概要 

 

 －自殺による死亡者は増加－ 

 

 自殺による死亡者数は 362 人で、前年に比べ５人増加した。死亡率（人口 10 万対）は

19.3 で、前年より 0.4 ポイント上昇し、全国の 16.4 を 2.9 ポイント上回っている。 

  男女別の死亡数を前年と比較してみると、男は７人減少し、女は 12 人増加している。 

 年代別の割合でみると、40 歳代、70 歳代、50 歳代の順に多い。 

 

第 10 表 自殺死亡者数・率・構成割合 

 (１)自殺死亡者数・率(人口 10 万対)，対全国 

 

(２)自殺死亡者数 年齢（10 歳階級）別実数・割合(％) 
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